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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益に消費税等は含まれておりません。 

２．第26期及び第27期は、平成16年12月28日に当社が保有するエイブル保証株式会社の全株式を売却したことに

より、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。 

３．第25期から第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため、記

載しておりません。 

４．第26期末に比べ、第27期末の従業員数が431人増加しているのは、主として営業店舗の大量出店(162店)に対

応するために人員の増強を行ったことによります。 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

営業収益（百万円） 26,129 27,634 28,981 30,337 31,751 

経常利益（百万円） 3,204 3,420 3,907 4,308 3,422 

当期純利益（百万円） 1,743 1,818 2,053 2,360 1,824 

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円） 
8 14 67 － － 

資本金（百万円） 2,503 2,622 2,622 2,622 2,622 

発行済株式総数（株） 13,551,173 13,740,173 13,740,173 13,740,173 13,740,173 

純資産額（百万円） 13,414 14,243 15,020 15,939 16,233 

総資産額（百万円） 27,042 28,628 28,248 29,318 29,598 

１株当たり純資産額（円） 990.75 1,037.50 1,094.10 1,159.95 1,182.41 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

91.00 

(－) 

93.00 

(－) 

105.00 

(－) 

120.00 

(－) 

94.00 

(－) 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
128.75 132.61 149.59 170.86 132.91 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
127.14 132.44 － － － 

自己資本比率（％） 49.6 49.8 53.2 54.4 54.8 

自己資本利益率（％） 13.81 13.15 14.04 15.25 11.34 

株価収益率（倍） 23.53 15.38 21.39 18.26 28.67 

配当性向（％） 70.7 70.2 70.2 70.2 70.7 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,412 2,260 1,722 3,075 1,809 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△456 △2,925 △1,446 △1,437 △2,918 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
348 △1,496 △1,274 △1,441 △1,647 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
17,047 14,886 13,888 14,084 11,328 

従業員数（人） 1,894 2,189 2,393 2,298 2,729 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和54年７月 福岡県福岡市西区飯倉六丁目18番27号に大建株式会社を設立。アパート、マンションの賃貸仲介

業務を開始。 

昭和55年10月 賃貸物件の家賃集金管理業務を開始。 

昭和56年10月 借家人賠償保険の取扱を開始。 

昭和57年６月 賃貸物件のリフォームに関する取次業務を開始。 

昭和58年１月 賃貸物件の入退去者に対する引越の取次業務を開始。 

昭和59年４月 賃貸物件の消毒・害虫駆除の取次業務を開始。 

平成４年９月 コーポレートブランドとして「エイブル」を制定。 

平成７年５月 エイブル不動産株式会社に商号変更。 

平成７年５月 東京都港区赤坂二丁目11番７号に本店移転。 

平成７年８月 大建株式会社（昭和46年10月設立、本社：大阪府大阪市）、レント株式会社（昭和52年９月設

立、本社：大阪府八尾市）、ダイケン株式会社（昭和53年１月設立、本社：京都府京都市）を吸

収合併。大建株式会社（昭和49年２月設立、本社：兵庫県西宮市）、大建管理サービス株式会社

（昭和58年１月設立、本社：東京都中央区）、レント株式会社（昭和59年４月設立、本社：福岡

県福岡市）、ダイケンリフォーム株式会社（昭和63年５月設立、本社：東京都中央区）、株式会

社ダンコーポレーション（平成元年１月設立、本社：大阪府池田市）、株式会社ドゥコーポレー

ション（平成元年２月設立、本社：北海道札幌市）、大管ホーム株式会社（平成元年９月設立、

本社：神奈川県鎌倉市）、株式会社賃住（平成元年９月設立、本社：千葉県我孫子市）、埼玉エ

バンス株式会社（平成元年９月設立、本社：埼玉県上尾市）、ダン株式会社（平成２年11月設

立、本社：東京都中央区）より不動産関連業務を営業譲受。 

平成７年10月 ボルボ・カーズ・ジャパン株式会社の代理店として、自動車販売事業を開始。 

平成７年11月 エスアンドエフ株式会社（平成元年５月設立、本社：東京都港区）、株式会社エイブル総本社

（平成５年10月設立、本社：東京都品川区）、大建管理サービス株式会社、ダン株式会社、大管

ホーム株式会社、株式会社賃住、埼玉エバンス株式会社を吸収合併。合併により、被合併会社大

建管理サービス株式会社の子会社であるエイブル保証株式会社（現・関連会社）を子会社化。被

合併会社の業務を継承し、フランチャイズ事業を開始。 

賃貸物件の入居者に対する入居費用クレジットの取次業務を開始。 

平成９年３月 株式会社ドゥコーポレーションを吸収合併。 

平成９年12月 株式会社エイブルに商号変更。 

平成９年12月 東京都中央区日本橋茅場町二丁目17番５号に本社機能を移転。 

平成10年８月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成11年12月 東京都港区元赤坂一丁目５番５号に本社を移転。 

株式会社海外生活（現・非連結子会社）を株式取得により子会社化。 

自動車販売事業を廃止。 

平成12年10月 連結子会社であるエイブル保証株式会社（現・関連会社）の株式の82％を売却。 

平成15年７月 株式会社エイブル総合研究所（現・非連結子会社）を設立。 

平成15年12月 総コン株式会社、エイブル保証株式会社及び株式会社エイブル総合研究所と共同でエイブルリフ

ォーム株式会社（現・関連会社）及びエイブル消毒工事株式会社（現・関連会社）を設立。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

 関連会社であるエイブル保証株式会社の全株式を売却。 

平成17年１月 株式会社ミューチュアル・リンクス及びエイブル保証株式会社と共同でアジリティー・アセッ

ト・アドバイザーズ株式会社（現・関連会社）を設立。 



３【事業の内容】 

 当社（株式会社エイブル）の属する企業集団（エイブルグループ）は、当社および当社の子会社3社（非連結）、関

連会社4社、その他当社と人的・資本的関係のある企業2社（エイブル引越サービス株式会社、エイブル保証株式会社）

から構成されております。 

 当社は住宅の賃貸借契約および契約更新の仲介を行うほか、家主様または入居者様に対して、リフォーム工事、消毒

施工、引越取次、保険代理、その他関連業務等のサービスを行っております。 

 当グループが営む主な事業および当社との取引関係を中心とした各企業の位置づけは以下のとおりであります。 

＜リフォーム業務＞ 

 リフォーム業務については、エイブルリフォーム株式会社（関連会社）に発注しております。 

＜消毒業務＞ 

 消毒業務については、エイブル消毒工事株式会社（関連会社）に発注しております。 

＜引越取次業務＞ 

 引越取次業務については、入退去者からの引越業務依頼を指定運送業者に取り次ぎ、引越料金の一定割合を取次手

数料として収受しております。関西地区における業務については、エイブル引越サービス株式会社を指定業者として

おります。 

＜保険代理業務＞ 

 保険代理業務については、新規契約は当社と株式会社エーシーサービスが共同で行い、契約更新については株式会

社エーシーサービスのみが行っております。 

＜管理事業＞ 

 管理業務については、集金管理は当社が家主様に対してサービスの提供を行っており、建物管理は当社と人的・資

本的関係のない下請業者に発注しております。 

＜ＮＷ事業＞ 

 ＮＷ事業については、直営店の店舗展開と競合しない地域において弊社と弊社の経営理念を共有して頂ける加盟店

を募り、直営店と合わせ日本全国４７都道府県にエイブルブランドを積極的に浸透させることを目的に加盟店への助

言、運営指導等を行っております。 

＜海外事業＞ 

 海外の不動産仲介業者に対する経営コンサルティング事業については、株式会社海外生活（100%子会社）および同

社の99%子会社であるKAIGAI CONSULTING COMPANY, LIMITEDが行っております。 

＜調査研究・コンサルティング事業＞ 

 株式会社エイブル総合研究所（100%子会社）が不動産等の調査研究事業並びにコンサルティング事業等を行ってお

ります。 

＜不動産アセットマネジメント事業＞ 

 居住用賃貸住宅を主な投資対象とするファンド運営、不動産流動化アドバイザリー等をコアとするアセットマネジ

メント事業を、当社の関連会社であるアジリティー・アセット・アドバイザーズ株式会社が行っております。同社

は、グループ事業多角化の一環として、エイブル保証株式会社および株式会社ミューチュアルリンクスとの共同によ

り平成17年1月5日に設立されました。 

＜サブリース事業＞ 

 エイブル保証株式会社がサブリース事業を行っております。同社は、一般入居者の募集賃料を基礎として算定した

価格から運営コスト等を差し引いた金額により、アパート・マンション等の所有者から不動産を賃借し、自ら家主と

なって入居者に転貸しております。 



 主な事業の系統図は次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）その他、非連結子会社が３社、関連会社が４社あります。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外の出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

３．前期末に比べ、従業員数が431人増加しているのは、主として営業店舗の大量出店(162店)に対応するために

人員の増強を行ったことによります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業内容 
議決権の所有割合

（％） 
関係内容 

（その他の関係会社）      

株式会社エスアンドシー 
東京都 

港区 
10 株式投資及び運用 

被所有 

27.8 
当社の株式を所有 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

2,729 33.2 3.5 4,227,346 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期における我が国経済は、民間需要に支えられて着実な景気回復の道をたどりました。高い企業収益と設備投資

の増加が維持される中、雇用者所得・個人消費も増加基調にあります。先行きについても、こうした景気回復の傾向

が続くとみられています。 

 地価公示によると、平成17年における地価は全国平均で引き続き下落していますが、住宅地、商業地ともその下落

幅は縮小しています。とりわけ、大都市の都心部や地方中心都市の一部では、地価の長期低迷傾向からの脱却の兆し

が鮮明になりつつあります。 

 賃貸住宅市場は、全体としてみると、やや供給過剰気味の状態にあります。他方、築浅ストックの減少や中期的な

単身世帯増加などの経済社会的諸条件を背景としつつ、平成17年度における貸家の新設住宅着工は5年連続の増加を

記録し、依然として住宅建設市場の牽引役となっています。当面の平成18年度上半期における賃貸住宅市場の見通し

も、全体的に改善傾向にあります。 

 こうした経済状況を見越して当社は成長を大幅に加速させるため直営店の大量出店に踏み切り、加えてNW(ネット

ワーク)店の拡大に注力しました。当期中において直営店を162ヶ所出店し、退店0店、移転17店を行い、NW店を期初

の182店から343店と161店のネットワークへの加盟店増加を達成しました。無人店舗であるインフォメーションセン

ターは期初の10拠点から7拠点閉鎖し3拠点となりました。この結果、海外ネットワークを含めたエイブル拠点網は前

期末の561拠点から873拠点へと312拠点の増加となりました。 

 当事業年度における営業収益は31,751百万円(前期比4.7％増)と増収となりましたが、当年度下半期における新規

の大量出店によるコスト増加等の要因により、営業利益は2,792百万円（前期比20.2%減）、経常利益は3,422百万円

（前期比20.6％減）、当期純利益は1,824百万円(前期比22.7％減)となっております。こうした背景の中5期連続で前

期比増収を達成しましたが、先行投資負担があり経常利益は5期ぶりの減益となりました。 

 部門別の売上高は以下のとおりであります。 

 部門別の概況は次のとおりであります。 

（仲介事業部門） 

 当社の主要事業である賃貸アパート・マンションの賃貸仲介業務と更新業務で構成される当部門は、仲介手数料

収入が13,037百万円（前期比1.8％増）、更新事務取次手数料収入が2,464百万円（前期比7.0％増）となり、部門

収入合計が15,502百万円（前期比2.6％増）と堅調に増加しております。賃貸仲介件数は、前期における195,360件

に対して、当期は199,915件（前期比2.3％増）となっております。 

区分 

第26期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第27期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

増減 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

仲介事業 15,114 49.8 15,502 48.8 387 

仲介関連事業 10,221 33.7 10,767 33.9 546 

管理事業 4,539 15.0 4,875 15.4 335 

その他事業 462 1.5 606 1.9 144 

合計 30,337 100.0 31,751 100.0 1,414 



（仲介関連事業部門） 

 賃貸アパート・マンション等の家主及び入居者から仲介・管理に伴う室内リフォーム・室内消毒等を請負う当部

門の営業収益は10,767百万円（前期比5.3％増）と順調な伸びを示しております。 

（管理事業部門） 

 賃貸アパート・マンションの集金管理・建物管理等を請負う当部門の営業収益は4,875百万円（前期比7.4％増）

と順調な伸びを示しております。管理戸数は、前期における期末管理実行戸数（契約ベースの管理戸数）109,164

戸に対して、当期末管理実行戸数は118,059戸（前期比8.1％増）となっております。 

（その他部門） 

 当部門は「エイブル」ブランド使用店舗の運営指導に基づく収入等で構成しております。当社では一般に言うフ

ランチャイズ店をNW（ネットワーク）店と呼び、経営及び営業施策・価値観を共有するネットワークの一環として

捉え参加者を厳選しております。当部門の営業収益は606百万円（前期比31.2％増）と高い伸びを示しておりま

す。 

 (2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ2,756百万円減少し、当

事業年度末には11,328百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前事業年度に比べ1,265百万円減少し1,809百万円（前期比41.2％減）となりま

した。これは主に、税引前当期純利益3,371百万円を計上したことを反映するものでありますが、法人税等の支払

2,189百万円によりその一部が相殺されております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、前事業年度に比べ1,481百万円増加し2,918百万円（前期比103.1％増）となり

ました。これは主に、営業店舗の大量出店に伴う固定資産の取得による支出1,067百万円、差入保証金の支出620百

万円、国債の供託に伴う投資有価証券の購入による支出1,386百万円、また投資有価証券の償還による収入745百万

円を反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、205百万円増加し1,647百万円（前期比14.3％増）となりました。これは、利益

処分による配当金の支払を反映したものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 当社のリフォーム工事、消毒施工は、家主または入居者より受注し、その全件を外部発注しておりますが、１件

当たりの受注金額が僅少であり、かつ工期が極めて短期間であるため、受注残高の数量・金額とも把握していない

ため記載しておりません。 

(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業の部門別ごとに示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
当事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

仲介事業（百万円） 15,502 102.6 

仲介関連事業（百万円） 10,767 105.3 

管理事業（百万円） 4,875 107.4 

その他事業（百万円） 606 131.2 

計（百万円） 31,751 104.7 



３【対処すべき課題】 

① 人材育成の強化 

 当社は最大の経営資源は人材であると認識しております。お客様の住まいに関する知識、情報提供サービスに対

するご要望が高度化してきている昨今、経営及び社員の住宅不動産に関する知識の向上、情報提供サービス方法の

改善、各種マナーの向上などはより良いサービスの提供と効率的な業務運営を行う上で重要な課題であると認識し

ています。この認識に基づき、従業員に対し各階層別の研修を実施しております。平成18年3月期におきまして

は、中堅幹部である部次長への月次研修に特に注力しましたが、平成19年3月期におきましては、特に店舗責任者

に対する研修・指導を徹底して行い、平成18年3月期における大量出店による効果を最大化するよう努めていきま

す。 

② 顧客満足および顧客感動の向上 

 お客様である貸主・借主双方の満足を高め、感動を与えるサービスを提供することは、経営の最重要課題と認識

しております。平成15年6月に開始しましたビッグスマイル運動（お客様からお褒めをいただいた社員へのビッグ

スマイル・バッジの授与といただいたお叱りの声の経営への反映）を継続的に発展させることなどにより、従業員

の顧客満足・顧客感動に対する意識を更に高め、より優れたサービスの提供に努めていきます。 

③ コンプライアンスの重視 

  当社は営業上、宅地建物取引業法をはじめとして各種法令による規制を受けており、法令及び健全な各種社会慣

行の遵守は当然のこととして業務を遂行できる組織運営を図っております。くわえて個人情報の保護につきまして

もお客様に関する情報に対し守秘義務を負っていることから情報漏洩をおこさない体制の整備に注力し、さらに経

営及び従業員の指導を強化してまいります。拠点数及び賃貸住宅仲介件数実績ナンバーワン企業としてコンプライ

アンスの徹底に努めていきます。 



４【事業等のリスク】 

 当社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事

項を記載しております。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

① 宅地建物取引業法による営業規制について 

 当社の主要業務である、不動産賃貸仲介業は[宅地建物取引業法]の適用を受け、免許の取得とその更新、業

務上の手続きと金銭の授受、従業員の職務等営業全般にわたり様々な規制をうけておりますが、その要旨は次

の通りとなっています。 

1） 事業の開始において、複数の都道府県に事業所を設置する場合は、国土交通大臣の免許を受け、５年毎

に更新の手続きを行わなければならない。（同法第3条） 

（その他は、事業所を設置する都道府県知事免許） 

2） 上記免許の取得条件として、各事業所につき適正な使用権限を有していることや、宅地建物取引主任者

の設置（従業員の５人に１人以上の割合）等が必要とされる。（同法第5条、第15条） 

3） 営業開始にあたり、本店は1,000万円、その他事業所は500万円の営業保証金を供託する。(同法第25条)

4） 賃貸借契約の当事者に対し、事前に契約に関わる重要な事項を［重要事項説明］として、宅地建物取引

主任者が説明する義務がある。（同法35条） 

5） 賃貸借契約の仲介に関して受けることのできる報酬の額は、国土交通大臣がこれを定め、借賃の1ヶ月分

に相当する金額をこえてはならない。（同法第46条）  

 弊社はコンプライアンス（法令遵守）に細心の注意を払って業務を行っていますが、上記法令等に関し違反

が行われた場合、行政処分等の制裁が発動される可能性があり、例えば営業活動の期限付き停止等の措置によ

り業績に影響が出る可能性があります。 

② 個人情報保護法について 

 当社は宅地建物取引業者として法令の定めに従い、取引情報に関し守秘義務があり、情報の秘密保持に努

めて参りましたが、個人情報保護法の施行に伴い、情報セキュリティの更なる強化を行っております。しか

しもし個人情報の漏洩が発生した場合には、損害賠償費用等が発生し当社の業績に影響がでる可能性があり

ます。 

③ 不動産の表示に関する公正競争規約 

 不動産業界では公正取引委員会の認定をうけて昭和38年に［不動産の表示に関する公正競争規約］を昭和

58年に「不動産業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約」を設定しており、当社はこれら規約

を遵守いたしておりますが、万が一規約遵守に違反する行為がおこなわれた場合は弊社の信用及び業績に影

響の出ることが考えられます。 

④ その他について 

 当社は事業展開上様々なリスクがあることを認識し、それらを出来るだけ回避しあるいはそのリスクへの

対策を十全に行うよう努めております。しかしながら、当社が事業遂行するに当たり、予期できぬ事態が発

生した場合には、当社の業績に影響がでる可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1) 経営成績の分析 

 当期の営業収益は、前期に比べ1,414百万円増加し、31,751百万円（前期比4.7％増）となりました。なお、営

業収益に係る詳細は、「第２ 事業の状況」の「１．業績等の概要」に記載しております。 

 営業原価、販売費及び一般管理費は、前期より2,119百万円増（前期比7.9％増）と売上伸長率と比較し大幅な

増加となりました。主な増加要因として、大量出店による先行投資のための人員の補強、地代家賃、消耗備品等

の増加により人件費が577百万円、一般管理費が1,310百万円増加したこと等により販売費及び一般管理費が

1,928百万円増加したことが挙げられます。 

 この結果、先行投資の経費大幅増により営業収益は増加したものの営業利益は705百万円減少し、2,792百万円

（前期比20.2％減）となりました。 

 営業外損益は、前期の811百万円の利益から629百万円の利益に減少いたしました。これは主に、前期にエイブ

ル保証㈱の株式を売却したことによる売却益93百万円を計上したこと、また、長期預り金振替益が前期に比べ37

百万円減少したことによります。 

 この結果、経常利益は885千円減少し、3,422百万円（前期比20.6％減）となりました。 

 特別損益は、損失が前期の37百万円から50百万円へと増加いたしました。 

 以上の結果、税引前当期純利益は3,371百万円となり、法人税、住民税及び事業税並びに税効果会計適用に伴

う法人税等調整額を差し引いた当期純利益は1,824百万円（前期比22.7％減）となりました。 

  
営業収益 
（百万円） 

営業原価、
販売費及び
一般管理費 
（百万円） 

営業利益 
（百万円） 

経常利益 
（百万円） 

当期純利益 
（百万円） 

１株当たり
当期純利益 
（円） 

当事業年度 31,751 28,959 2,792 3,422 1,824 132.91 

前事業年度 30,337 26,839 3,497 4,308 2,360 170.86 

前事業年度比（%） ＋4.7 ＋7.9 △20.2 △20.6 △22.7 △22.2 



(2) 財政状態の分析 

 当期末の流動資産は、前期末より3,156百万円減少し、14,432百万円となりました。これは主に、営業店舗大

量出店による設備投資増加における現預金の減少及び期日到来による有価証券(国債)の減少等によるものです。

 当期末の固定資産は、前期末より3,437百万円増加し、15,166百万円となりました。これは主に、営業店舗大

量出店による建物設備、差入保証金、供託用有価証券の増加、短期国債満期による長期国債再購入等によるもの

です。 

 以上の結果、総資産は、前期末より280百万円増加し、29,598百万円となり自己資本増加分と同程度の増加と

なりました。 

 現金及び現金同等物は、下記のキャッシュ・フローの分析に記載のとおり2,756百万円減少しました。 

 当期末の自己資本は、当期純利益は1,824百万円と前期より535百万円減少し当期未処分利益は減少したもの

の、利益処分による別途積立金600百万円の計上及びその他有価証券評価差額金131百万円等により前期末より

293百万円増加し、16,233百万円となりました。この結果、１株当たりの自己資本は、前期に比べ22.46円増加し

1,182.41円となり、自己資本比率は54.4％から54.8％に上昇しました。 

(3) キャッシュ・フローの分析 

 キャッシュ・フローは、「第２ 事業の状況 １．業績等の概要 (2)キャッシュ・フロー」をご参照くださ

い。 

(4) 次期の見通し 

 次期における我が国経済は当期に引続き順調な経済動向が予想され、住宅着工件数は貸家、持家、分譲住宅の各分

野で堅調に推移し120万戸台で推移することが予想されます。若年齢人口の減少傾向は変わらないものの、単身世帯

の増加は今後数年間続くと予想されることから、賃貸住宅に対する需要は好調に推移すると予想します。 

 次期におきましては当期に出店した店舗の早期黒字化を図るとともに、既存店の収益の向上を推進し、売上高

37,450百万円（前期比17.9％増）経常利益3,800百万円（前期比11.0％増）当期純利益2,030百万円（前期比11.2％

増）一株当り当期純利益147.86円（前期比11.2％増）一株当り配当金103.6円（前期比10.2％増）を計画しておりま

す。 

  前事業年度 当事業年度 増減 

流動資産（百万円） 17,589 14,432 △3,156 

固定資産（百万円） 11,728 15,166 3,437 

総資産（百万円） 29,318 29,598 280 

自己資本（百万円） 15,939 16,233 293 

自己資本比率（％） 54.4 54.8 0.4 

１株当たり自己資本（円） 1,159.95 1,182.41 22.46 

  前事業年度 当事業年度 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 3,075 1,809 △1,265 

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △1,437 △2,918 △1,481 

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △1,441 △1,647 △205 

現金及び現金同等物の増（減）額（百万円） 196 △2,756 △2,952 

現金及び現金同等物の期首残高（百万円） 13,888 14,084 196 

現金及び現金同等物の期末残高（百万円） 14,084 11,328 △2,756 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社では、当事業年度に1,096百万円の設備投資を実施いたしました。その主なものは、新規店舗の初期設備915百

万円、システム増強によるハード機器の購入127百万円であります。 

 なお、当事業年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は機械及び装置、工具器具及び備品であります。なお、金額には消費税等は含ま

れておりません。 

２．本社ビルの一部については、子会社である株式会社エイブル総合研究所、関連会社であるアジリティー・ア

セット・アドバイザーズ株式会社、エイブルリフォーム株式会社及びエイブル消毒工事株式会社、関連当事

者であるエイブル保証株式会社、株式会社エーシーサービス、株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ及び株式会社ＡＭＰ

に賃貸しております。茅場町ビルは、エイブル保証株式会社へ賃貸しております。また、池田ビルの一部に

ついて、他の者へ賃貸しております。 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
業種の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（単位：百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 

（面積㎡) 
その他 合計 

北24条店     他札幌地区8ヶ所 

（合計9ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

営業店舗 

（賃借） 
32 － 2 35 54 

仙台駅前店    他仙台地区5ヶ所 

（合計6ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

営業店舗 

（賃借） 
11 － 2 14 34 

上尾店     他埼玉地区38ヶ所 

（合計39ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

営業店舗 

（賃借） 
115 － 7 123 205 

新松戸店    他千葉地区32ヶ所 

（合計33ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

営業店舗 

（賃借） 
108 － 5 113 159 

赤羽店     他東京地区153ヶ所 

（合計154ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

営業店舗 

（賃借） 
391 － 26 418 820 

大船店    他神奈川地区70ヶ所 

（合計71ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

営業店舗 

（賃借） 
216 － 11 228 372 

栄店      他東海地区30ヶ所 

（合計31ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

営業店舗 

（賃借） 
90 － 6 97 160 

西院店     他京都地区18ヶ所 

（合計19ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

営業店舗 

（賃借） 
54 － 4 59 80 

吹田店     他大阪地区105ヶ所 

（合計106ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

営業店舗 

（賃借） 
330 

12 

 (39.13)
71 414 405 

塚口店     他兵庫地区28ヶ所 

（合計29ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

営業店舗 

（賃借） 
85 － 8 94 123 

横川店     他広島地区3ヶ所 

（合計4ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

 営業店舗 

（賃借） 
20 － 1 21 21 

天神店     他福岡地区27ヶ所 

（合計28ヶ所） 

仲介及び関連

事業 

営業店舗 

（賃借） 
47 － 3 51 177 

本社 

（東京都港区） 
全社 

事務所 

（注）２ 
1,184 

1,833 

(694.69) 
167 3,186 119 

茅場町ビル 

（東京都中央区） 
全社 

事務所 

 （注）２ 
294 

824 

(222.82) 
3 1,122 － 

池田ビル 

（大阪府池田市） 
全社 

事務所 

（注）２ 
510 

460 

(1001.20) 
0 971 － 



３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、集客施策実現に向けて管理受託物件の拡充を図るため、営業拠点の整備を中心とした

設備計画を策定しております。 

 平成18年度については、中期事業計画に従い、30店舗内外の出店を予定しております。 

(1) 重要な設備の新設 

  （注）１．当社営業店舗の投資予定金額には、これらの事業所の賃借にあたっての敷金、供託金等の金額は含まれて

おりません。 

     ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

名称 数量 
リース期間 
（年） 

年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

コンピューター等 

（所有権移転外ファイナンス・リー

ス） 

4 4～5 53 8 

事務用機器 

（オペレーティング・リース） 
413 3 8 55 

事業所名 設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 
着手及び完了予
定年月 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

当社営業店舗  
新店舗初期設備 400 37 

自己資金  
平成18年４月～

平成19年３月 移転に伴う買替設備  100 10 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償・第三者割当増資  割当先 佐藤 進治氏、佐藤 茂氏 以上２名 

発行株数 2,000,000株    発行価格      850円 

資本組入額   425円 

２．第４回無担保新株引受権付社債の新株引受権の行使 

発行株数  189,000株    発行価格    1,260.00円 

資本組入額  630.00円    払込金総額   238百万円 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式11,206株は、「個人その他」に112単元及び「単元未満株式の状況」に6株を含めて記載しておりま

す。 

２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が5単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 38,000,000 

計 38,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,740,173 13,740,173 ジャスダック証券取引所 － 

計 13,740,173 13,740,173 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年２月27日

（注）１． 
2,000,000 13,551,173 850 2,503 850 2,707 

平成14年４月30日 

（注）２． 
189,000 13,740,173 119 2,622 123 2,831 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 19 8 96 23 － 4,998 5,144 － 

所有株式数

（単元） 
－ 34,773 271 44,486 3,603 － 54,262 137,395 673 

所有株式数の

割合（％） 
－ 25.30 0.20 32.38 2.62 － 39.50 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．前事業年度末現在主要株主でなかった佐藤進治氏は、当事業年度末では主要株主になっております。 

 ２．株式会社ＵＦＪ銀行は、合併により株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行となりました。 

３．持株比率は、小数点第３位を四捨五入して表示しております。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．単元未満株式数には、当社所有の自己株式6株が含まれております。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数5個が含まれております。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社エスアンドシー 東京都港区西麻布４－１３－２３ 3,820 27.80 

佐藤 進治 兵庫県宝塚市仁川高台 1,403 10.21 

ＰＢ特定金外信託受託者エ

ス・ジー・信託銀行株式会社 
東京都港区赤坂１－１２－３２ 1,200 8.73 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１－８－１１ 823 5.99 

佐藤 茂 東京都港区西麻布 687 4.99 

佐藤 鉄也 東京都渋谷区西原 686 4.99 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２－１１－３ 485 3.52 

株式会社エスアンドエフ 東京都港区北青山３－６－７ 446 3.24 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 375 2.72 

ジブラルタ生命保険株式会社

（常任代理人 日本トラステ

ィ・サービス信託銀行株式会

社） 

東京都千代田区永田町２－１３－１０ 

（東京都中央区晴海１－８－１１） 

  

  

165 1.20 

計 － 10,091 73.44 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   11,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,728,300 137,283 － 

単元未満株式 普通株式       673 － － 

発行済株式総数 13,740,173 － － 

総株主の議決権 － 137,283 － 



②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ

21の規定に基づき新株予約権を発行する方法であります。 

（平成17年６月29日定時株主総会決議） 

 （注） 新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引

所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げる。以

下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。但し、当該行使価額が新株予約権発行日の前

営業日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値を行使価額と

する。なお、新株予約権発行日以降、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合には、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の他、新株予約権発行日以降、当社が他社と合併又は会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲内で行使価額は適切に調

整されるものとする。 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社エイブル 
東京都港区元赤坂

１－５－５ 
11,200 － 11,200 0.08 

計 － 11,200 － 11,200 0.08 

決議年月日 平成17年６月29日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社及び当社子会社の取締役及び協力会社取締役 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

株式の数（株） 50,000株を上限とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注） 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月28日 

新株予約権の行使の条件 

・各新株予約権の一部行使は認められない。 

・新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使

できない。 

・その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役

会決議に定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議をもって自己株式を取得できる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の利益配分は、まず経営の健全性維持のため自己資本の充実と中期利益計画達成のため必要な内部留保資金を

確保したうえで、残余の利益は最大限株主各位に対する配当を行う所存であり、平成18年3月期においては１株当た

り94円の配当（配当性向70.7％）を実施いたしました。また、その後の事業年度においても70％の配当性向を継続で

きるよう経営に注力して参ります。 

 なお、内部留保資金につきましては、コアビジネスである仲介業務の競争力の強化、拡大のために有効な資金活用

を検討して参ります。 

  平成18年６月30日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

自己株式取得に係る決議 － － － 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第26期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 3,650 3,010 3,500 
3,520 

※3,270 
4,380 

最低（円） 781 1,470 1,980 
2,945 

 ※2,730 
3,050 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 4,290 4,230 4,170 4,080 4,000 3,960 

最低（円） 3,980 3,680 3,880 3,530 3,710 3,750 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
 平田 竜史 昭和40年７月７日生 

平成２年４月 大建管理サービス株式会社

（平成７年８月当社と合併）

入社 

平成10年３月 当社札幌支社長 

平成13年６月 当社西日本営業本部長 

平成14年３月 エイブル保証株式会社代表取

締役社長 

平成14年12月 当社営業統括本部長 

平成15年２月 当社代表取締役社長（現任） 

6 

代表取締役副

社長 
 春名 淳一 昭和27年２月10日生 

平成２年10月 株式会社賃住（平成７年11月

当社と合併）取締役 

平成７年６月 当社代表取締役常務 

平成９年８月 当社代表取締役専務 

平成10年４月 当社管理営業本部長 

平成10年６月 当社専務取締役 

平成11年１月 当社代表取締役社長 

平成15年２月 当社代表取締役社長退任 

平成15年２月 株式会社エイブル総合研究所

代表取締役社長就任(現任) 

平成18年６月 当社代表取締役副社長(現任) 

34 

代表取締役副

社長 
 近藤 隆行 昭和32年２月１日生 

平成６年10月 大建株式会社（平成７年８月

当社と合併）代表取締役 

平成９年８月 当社代表取締役専務 

平成10年４月 当社賃貸仲介営業本部長 

平成10年６月 当社専務取締役 

平成11年１月 当社代表取締役副社長 

当社管理営業本部長 

平成11年６月 当社代表取締役副社長 

営業統括本部長 

平成15年２月 当社代表取締役副社長退任 

平成15年２月 株式会社エイブル総合研究所

取締役副社長就任(現任) 

平成18年６月 当社代表取締役副社長(現任) 

23 

常務取締役 
西日本営業担

当 
柴田 信三郎 昭和25年９月11日生 

昭和48年４月 美隆産業株式会社入社 

昭和56年１月 大建株式会社（現株式会社エ

イブル）入社 

平成６年５月 ダイケン株式会社（平成７年

８月当社と合併）代表取締役 

平成７年12月 当社京都サービス部長 

平成８年５月 当社神奈川支社長 

平成９年４月 当社神奈川担当ゼネラルマネ

ジャー 

平成10年４月 当社福岡支社長 

平成11年６月 当社取締役西日本営業本部長 

平成12年11月 当社常務取締役西日本営業本

部長 

平成14年11月 当社常務取締役西日本営業担

当（現任） 

9 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 財務担当 嶋田 誠 昭和24年11月22日生 

平成５年10月 株式会社エイブル総本社（平

成７年11月当社と合併）監査

役 

平成７年６月 当社専務取締役 

平成９年８月 当社取締役相談役 

平成10年６月 当社取締役辞任により退任 

平成10年６月 株式会社麹町合同事務所代表

取締役社長 

平成11年７月 株式会社エースソリューショ

ン代表取締役社長 

平成13年６月 当社取締役（現任） 

33 

取締役  瀧 省一 昭和３年２月５日生 

昭和27年４月 株式会社住友銀行入行 

昭和51年12月 同行取締役、業務企画部長委嘱 

昭和53年12月 株式会社関西銀行専務取締役 

昭和57年10月 同行取締役副社長 

昭和61年６月 同行取締役社長 

平成６年６月 同行取締役会長 

平成14年６月 当社取締役（現任） 

－ 

取締役  若木 壮夫 昭和17年１月７日生 

昭和41年４月 日立化成工業株式会社入社 

昭和48年１月 ＡＩＵ保険会社入社 

平成９年４月 株式会社ジェイエムピー取締

役 

平成11年７月 株式会社エーシーサービス取

締役 

平成14年６月 当社取締役（現任） 

－ 

取締役  得平 文雄 昭和３年10月24日生 

昭和28年４月 ＡＩＵ保険会社入社 

昭和38年１月 同社取締役大阪支店長 

昭和39年４月 同社常務取締役 

昭和45年４月 同社副社長 

昭和53年４月 ＡＩＡ保険会社代表取締役社

長 

昭和61年１月 ＡＩＵ保険会社代表取締役社

長 

昭和62年１月 ＡＩＧシニアパートナー 

平成５年４月 同社代表取締役会長 

平成12年３月 エース損害保険株式会社代表

取締役会長 

平成17年６月 同社相談役（現任） 

平成17年６月 当社取締役（現任） 

10 

常勤監査役  須藤 忠男 昭和６年６月９日生 

平成元年１月 大建管理サービス株式会社代

表取締役 

平成８年６月 総コン株式会社代表取締役 

平成10年６月 総コン株式会社取締役 

平成13年６月 当社監査役（現任） 

－ 

 



 （注） 監査役池田紳及び佐藤東樹は、会社法第２条第16項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役  朝倉 正信 昭和21年２月18日生 

平成３年11月 ダンコーポレーション（平成

７年８月当社と合併）代表取

締役 

平成７年11月 エイブル保証株式会社出向管

理部部長 

平成９年７月 エイブル保証株式会社監査部

部長 

平成11年５月 株式会社ジェイエムピー出向

広報部部長 

平成13年６月 当社監査役（現任） 

4 

監査役  池田 紳 昭和23年１月28日生 

昭和60年９月 司法試験合格 

昭和61年４月 最高裁判所司法研修所入所 

昭和63年３月 同所終了 

昭和63年４月 東京弁護士会登録 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

－ 

監査役  佐藤 東樹 昭和20年１月25日生 

昭和43年４月 野村證券株式会社入社 

平成５年７月 同社主計部部長 

平成５年12月 株式会社野村総合研究所転籍

秘書室長 

平成10年６月 同社取締役 

平成13年６月 同社取締役退任 

平成13年６月 ＮＲＩシェアードサービス株

式会社代表取締役副社長 

平成17年６月 同社代表取締役副社長退任 

平成17年10月 株式会社インテグレ西川顧問

就任 

平成18年２月 株式会社エグゼクティブ・パ

ートナーズ理事(現任)  

平成18年６月 当社監査役(現任)  

－ 

 計 119 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 (1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社にとって、コーポレート・ガバナンスが有効に働くことは当社が効率的に法令等に従い業務を行うために必須

なことであると考え経営者及び従業員が日々その遵守に注力いたしております。 

 当社の経営は常に株主・従業員・顧客の利益に充分に注意を払い顧客感動満足、従業員感動満足が充足されるべく

行われ、経営者相互の業務執行状況は取締役会、監査役会を通じて相互に把握し牽制されております。常勤監査役は

取締役会に出席し必要に応じ意見を述べ、また、監査役会を通じて監査役相互の意見は交換されており監査役制度は

有効に機能していると考えます。 

 取締役及び監査役の報酬については株主総会において決議された上限以内において、取締役については取締役会に

おいてそれぞれの金額を決定し、監査役については監査役会においてそれぞれの金額を決定しております。 

 経営状況の監視については監査役による取締役の業務執行に対する監査に加えて、社外監査役1名の知識・経験を

重用し法令及び社会秩序の遵守に注力しております。 

 (2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

  ① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 経営上の意思決定、執行及び監督に関する経営管理組織、企業統治体制に関して、当社は監査役制度を採用し

ています。 

 業務の執行状況は月次で開催される取締役会で報告・検討されています。監査役は月次の取締役会に出席し適

宜意見を述べるほかに、3ケ月に一度開催される監査役会において取締役の業務執行の監査結果を協議・検討し

ます。 

 一方業務監査に関しては監査室が担当し営業店でのコンプライアンス遵守度を厳しく監査し、お客様相談室が

お客様からのクレームに対応し業務上の問題点の抽出を行い両者により法令或いは社内規則上改善すべき点が発

見されれば即座に社長に進言を行い、それを受けて社長から関係各部署へ指示を出し、各部署が鋭意継続的改善

を図っていきます。また、当社は、企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士・会計監査人等の複

数の専門家から経営判断上の参考とするため、独立性を損なわない範囲内でアドバイスを受ける体制をとってお

ります。 

  ② 内部管理体制の充実に向けた取組の1年間における実施状況 

  当社にとってコンプライアンスの遵守は法的な規制を受けていることから必須事項であり、不適切な業務執行

を未然に防止することは最重要課題です。 

 不適切な業務執行を未然に防止する観点から平成18年3月期中に、お客様相談室の人員を3名から5名に増員し

お客様からのクレームの早期発見、早期解決を図っております。お客様相談室からの問題点の指摘は直ちに社長

へ報告され、社長直轄の営業統括本部を通じ各地区担当部長に伝えられ再発防止、クレーム縮減に役立てます。

 業務監査は監査室が中心となって行い3名の人員で1名が週に3～5店舗の業務監査を行っております。これに加

えて公益通報者保護法の施行に鑑み、社内システムである営業店支援システム内に問題点を社長へ直接報告でき

るシステムを採用しています。問題点が発見された場合、即時に開示できるよう社長室のスタッフ3名がメディ

ア及び投資家に対するIR情報の開示を担当しています。 

 経営の意思伝達のため月次及び必要に応じて随時営業統括本部の下にいる各地区担当部長を集めて幹部会議を

開催し、経営指標の確認、経営戦略の徹底を図っております。平成18年3月期においては、幹部の経営判断のレ

ベルを上げるため、外部人材教育会社と共同で次長以上の集合研修を半年にわたり開催しました。平成19年3月

期には店長を対象に同様の研修を行う予定です。 

  ③ 会計監査の状況 

  当社の会計監査業務を執行した公認会計士は山田茂善及び高木勇であり、太陽ASG監査法人に所属しておりま

す。両名の継続監査期間は5年です。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士6名、会計士補1名です。 



 (3) 役員報酬の内容 

 当期における当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 

 社内取締役に支払った報酬    44 百万円 

 社外取締役に支払った報酬     3 百万円 

 社内監査役に支払った報酬     9 百万円 

 社外監査役に支払った報酬     2 百万円 

 (4) 監査報酬の内容 

 当期における当社の太陽ＡＳＧ監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   17百万円 

上記以外の業務に基づく報酬               －百万円 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30被内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表に継起される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、当

事業年度より百万円単位をもって記載することとしました。なお、比較を容易にするため、前事業年度についても

百万円単位に組替表示しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の財

務諸表については太陽監査法人、当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表については、

太陽ＡＳＧ監査法人により監査を受けております。 

 なお、太陽監査法人は平成18年１月１日付をもってＡＳＧ監査法人と合併し、名称を太陽ＡＳＧ監査法人に変更して

おります。 

３．連結財務諸表について 

 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社では、

子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要

性が乏しいものとして、連結財務諸表を作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準             2.11 ％ 

売上高基準            2.59 ％ 

利益基準             1.89 ％ 

利益剰余金基準          0.52 ％ 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   14,084   11,328  

２．営業未収入金    1,144   1,227  

３．有価証券 ※１  1,052   309  

４．貯蔵品   44   62  

５．前払費用    286   428  

６．繰延税金資産   591   552  

７．その他 ※４  460   610  

貸倒引当金   △76   △87  

流動資産合計   17,589 60.0  14,432 48.8 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物   4,122   4,944   

減価償却累計額  1,196 2,925  1,364 3,580  

２．構築物  55   55   

減価償却累計額  18 36  21 33  

３．機械及び装置  1   1   

減価償却累計額  1 0  1 0  

４．工具器具及び備品  726   920   

減価償却累計額  502 224  589 331  

５．土地    3,131   3,131  

有形固定資産合計   6,318 21.6  7,077 23.9 

(2）無形固定資産        

１．借地権   259   259  

２．商標権   0   0  

３．ソフトウェア   210   328  

４．電話加入権   159   161  

無形固定資産合計   629 2.1  749 2.5 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 ※１  1,119   2,731  

２．関係会社株式   208   208  

３．出資金   －   305  

４．長期貸付金   2   2  

５．関係会社長期貸付金   5   1  

６．破産・更生等債権   184   175  

７．長期前払費用    108   230  

８．繰延税金資産   365   340  

９．差入保証金    2,410   2,954  

10．保険積立金   532   537  

11．その他   24   21  

貸倒引当金   △181   △171  

投資その他の資産合計   4,780 16.3  7,339 24.8 

固定資産合計   11,728 40.0  15,166 51.2 

資産合計   29,318 100.0  29,598 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．営業未払金  ※４  913   977  

２．未払金    258   505  

３．未払費用   221   242  

４．未払法人税等   1,634   1,009  

５．未払消費税等   159   70  

６．前受金   254   296  

７．営業預り金   7,950   8,187  

８．預り金   28   42  

９．前受収益    15   17  

10．賞与引当金   960   952  

11．その他  ※４  67   79  

流動負債合計   12,462 42.5  12,380 41.9 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   693   768  

２．役員退職慰労引当金   4   4  

３．預り保証金    218   212  

固定負債合計   916 3.1  985 3.3 

負債合計   13,378 45.6  13,365 45.2 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  2,622 8.9  2,622 8.8 

Ⅱ 資本剰余金        

(1）資本準備金  2,831   2,831   

資本剰余金合計   2,831 9.7  2,831 9.6 

Ⅲ 利益剰余金        

(1）利益準備金  390   390   

(2）任意積立金        

１．特別償却準備金  12   8   

２．別途積立金  5,529   6,129   

  (3）当期未処分利益  4,564   4,130   

利益剰余金合計   10,495 35.8  10,658 36.0 

 Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※５   － －   131 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※３  △9 △0.0  △9 △0.0 

資本合計   15,939 54.4  16,233 54.8 

負債・資本合計   29,318 100.0  29,598 100.0 



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益        

１．仲介手数料収入  15,114   15,502   

２．仲介業務関連収入  10,221   10,767   

３．管理事業収入  4,539   4,875   

４．その他営業収入  462 30,337 100.0 606 31,751 100.0 

Ⅱ 営業原価        

１．仲介業務関連収入原価  ※１ 5,763   5,884   

２．管理事業収入原価  674   737   

３．その他営業収入原価  92 6,531 21.5 100 6,721 21.2 

営業総利益   23,806 78.5  25,029 78.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  879   1,001   

２．貸倒引当金繰入額  133   59   

３．役員報酬  61   59   

４．給与・賞与  9,493   10,006   

５．退職給付費用  122   140   

６．法定福利費  1,176   1,220   

７．通信費  700   687   

８．消耗備品費  435   794   

９．租税公課  386   405   

10．システム関連費用  276   443   

11．減価償却費  381   427   

12．支払リース料  497   480   

13．地代家賃  2,325   2,682   

14．業務委託費  284   321   

15．その他  3,153 20,308 67.0 3,508 22,237 70.0 

営業利益   3,497 11.5  2,792 8.8 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息  ※１ 1   2   

２．有価証券利息  9   8   

３．受取配当金   68   40   

４．関係会社株式売却益   93   －   

５．不動産賃貸収入 ※１ 244   223   

６．長期預り金振替益  344   307   

７．その他  ※１ 179 941 3.1 148 731 2.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  6   －   

２．不動産賃貸原価  40   35   

３．ネットワーク店契約違
約金 

  －   10   

４．店舗解約等原状回復費  19   32   

５．その他  63 130 0.4 24 102 0.3 

経常利益   4,308 14.2  3,422 10.8 

Ⅵ 特別利益        

１．前期損益修正益  4   2   

２．役員退職慰労引当金戻
入益 

 1 5 0.0 － 2 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※３ 0   －   

２．固定資産除却損  ※２ 42   28   

３．前期損益修正損  ※４ － 42 0.1 24 52 0.2 

税引前当期純利益   4,271 14.1  3,371 10.6 

法人税、住民税及び
事業税 

 2,076   1,570   

法人税等調整額  △164 1,911 6.3 △23 1,546 4.9 

当期純利益   2,360 7.8  1,824 5.7 

前期繰越利益   2,204   2,306  

当期未処分利益   4,564   4,130  

        



仲介業務関連収入原価明細書 

管理事業収入原価明細書 

その他営業収入原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ リフォーム工事外注費  5,020 87.1 5,024 85.4 

Ⅱ 消毒施工外注費  717 12.5 744 12.6 

Ⅲ エイブルＢＢ原価  25 0.4 115 2.0 

仲介業務関連収入原価  5,763 100.0 5,884 100.0 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 建物管理委託費  670 99.5 719 97.7 

Ⅱ 管理経費  3 0.5 17 2.3 

管理事業収入原価  674 100.0 737 100.0 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ ＦＣ原価  92 100.0 100 100.0 

その他営業収入原価  92 100.0 100 100.0 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  4,271 3,371 

減価償却費  354 443 

貸倒引当金の増加額  91 1 

賞与引当金の増（減）額  120 △7 

退職給付引当金の増加額  45 74 

役員退職慰労引当金の減少額  △1 － 

受取利息及び受取配当金  △79 △51 

支払利息  6 － 

固定資産除却損  42 28 

関係会社株式売却益  △93 － 

長期預り金振替益  △344 △307 

営業未収入金の増加額  △86 △83 

たな卸資産の増（減）額  32 △18 

未収入金の増加額  △72 △51 

営業未払金の増加額  70 64 

営業預り金の増加額  588 543 

未払消費税等の減少額  △99 △89 

役員賞与の支払額  － △14 

その他  30 53 

小計  4,878 3,957 

利息及び配当金の受取額  70 41 

利息の支払額  △10 － 

法人税等の支払額  △1,863 △2,189 

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,075 1,809 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

固定資産の取得による支出  △1,054 △1,067 

投資有価証券の取得による支出  △974 △1,386 

投資有価証券の償還による収入  751 745 

関係会社株式の取得による支出  △9 － 

関係会社株式の売却による収入  111 － 

出資金の出資による支出  － △305 

短期貸付金の貸付による支出  △25 △345 

短期貸付金の回収による収入  － 183 

長期前払費用の支払  △52 △189 

差入保証金の支払  △218 △620 

差入保証金の返還による収入  32 62 

その他  － 5 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,437 △2,918 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の借入による収入  600 － 

短期借入金の返済による支出  △600 － 

配当金の支払額  △1,441 △1,647 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,441 △1,647 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増（減）額  196 △2,756 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高  13,888 14,084 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高  14,084 11,328 

    



④【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日） 
平成17年６月29日 

当事業年度 
（株主総会承認日） 
平成18年６月29日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   4,564  4,130 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．特別償却準備金取崩額  3 3 3 3 

合計   4,568  4,134 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  1,647  1,290  

２．役員賞与金   14  －  

３．任意積立金      

(1）別途積立金  600 2,262 500 1,790 

Ⅳ 次期繰越利益   2,306  2,343 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用してお

ります。 

(1）満期保有目的の債券 

同左 

 (2）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (3）その他有価証券 

────── 

  

  

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。  

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

貯蔵品 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法を採用し

ております。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しております。  

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。  

建物       18年～50年  

工具器具及び備品 4年～6年  

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額の当期負担額を計上

しております。 

同左 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、発生年

度に一括費用処理しております。 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退任に際し支給する退職慰労

金に充てるため、役員退職慰労金支

給に関する内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

  

(1）消費税等の会計処理 

 同左 

  

前事業年度 
（自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月 1日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年8月9日)）及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第6号 平

成15年10月31日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

  



表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （キャッシュ・フロー計算書）   

    (1) 未払費用の増加額 

  営業活動によるキャッシュ・フローの「未払費用

の減少額」は、当期において金額的重要性が乏しく

なったため「その他」に含めております。なお、当

期の「その他」に含まれている「未払費用の減少

額」は40百万円であります。 

 ────── 

  

     (2) 未払消費税等の減少額 

   営業活動によるキャッシュ・フローの「未払消費

税等の増加額」は、前期は「その他」に含めて表示

しておりましたが、金額的重要性が増したため区分

掲記しております。なお、前期の「その他」に含ま

れている「未払消費税等の増加額」は4百万円であり

ます。 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上 

の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成16年2月13日）が公

表されたことに伴い、法人事業税の付加価値割及び資

本割86百万円を販売費及び一般管理費として処理して

おります。 

  

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保資産 

有価証券 1,052 百万円

投資有価証券 764 百万円

 合計 1,817 百万円

     

担保資産 

有価証券 309 百万円

投資有価証券 2,271 百万円

 合計 2,580 百万円

     

有価証券及び投資有価証券（割引国債）は、宅地

建物取引業法に基づく営業保証金として法務局に

供託しております。 

有価証券及び投資有価証券（割引国債）は、宅地

建物取引業法に基づく営業保証金として法務局に

供託しております。 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数    普通株式 38,000,000株

発行済株式総数  普通株式 13,740,173株

授権株式数    普通株式 38,000,000株

発行済株式総数  普通株式 13,740,173株

※３ 自己株式 ※３ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式11,206

株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式11,206

株であります。 

※４ 関係会社項目 ※４ 関係会社項目 

関係会社に対する負債には、区分掲記されたもの

のほか次のものがあります。 

関係会社に対する資産、負債には、区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

     

負債    

営業未払金 836 百万円

その他 25 百万円

資産   

短期貸付金 277 百万円

その他 20 百万円

負債    

営業未払金 900 百万円

その他 29 百万円

────── ※５ 配当制限 

   商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を

付したことにより、増加した純資産は131百万であり

ます。 



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 関係会社項目 ※１ 関係会社項目 

 関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。 

 関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。 

仲介業務関連収入原価 5,672 百万円

営業外収益 133 百万円

仲介業務関連収入原価 5,768 百万円

営業外収益 57 百万円

※２ 固定資産除却損の内訳 ※２ 固定資産除却損の内訳 

建物 36 百万円

工具器具及び備品 5 百万円

計 42 百万円

建物 27 百万円

工具器具及び備品 0 百万円

計 28 百万円

 ※３ 固定資産売却損の内訳  ────── 

建物 0 百万円

工具器具及び備品 0 百万円

計 0 百万円

    

    

    

──────  ※４ 前期損益修正損の内訳 

    

    

過年度看板掲載料 24 百万円

    

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 （平成17年３月31日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 14,084 百万円

現金及び現金同等物 14,084 百万円

現金及び預金勘定 11,328 百万円

現金及び現金同等物 11,328 百万円



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当 
（百万円） 

車両運搬具 10 4 6 

工具器具及び
備品 

205 178 27 

ソフトウェア 188 162 26 

合計 405 345 60 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当 
（百万円） 

車両運搬具 8 5 2 

工具器具及び
備品 

33 31 2 

ソフトウェア 16 9 6 

合計 58 47 11 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 54 百万円

１年超 8 百万円

合計 62 百万円

１年内 7 百万円

１年超 4 百万円

合計 11 百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 91 百万円

減価償却費相当額 87 百万円

支払利息相当額 2 百万円

支払リース料 56 百万円

減価償却費相当額 53 百万円

支払利息相当額 0 百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 13 百万円

１年超 2 百万円

合計 15 百万円

１年内 24 百万円

１年超 33 百万円

合計 57 百万円



（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの  

  種類 

前事業年度（平成17年3月31日） 当事業年度（平成18年3月31日） 

貸借対照
表計上額
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

貸借対照
表計上額
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が貸借対照表

計上額を超えるも

の 

(1) 国債・地方債 1,960 1,970 9 － － － 

(2）社債 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小   計 1,960 1,970 9 － － － 

 時価が貸借対照表

計上額を超えない

もの 

(1) 国債・地方債 － － － 2,580 2,522 △58 

(2）社債 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小   計 － － － 2,580 2,522 △58 

合   計 1,960 1,970 9 2,580 2,522 △58 

２．その他有価証券で時価のあるもの  

  種類 

前事業年度（平成17年3月31日） 当事業年度（平成18年3月31日） 

取得原価 
(百万円) 

貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1) 株式 － － － 20 243 223 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小   計 － － － 20 243 223 

 貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1) 株式 － － － 181 176 △5 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小   計 － － － 181 176 △5 

合   計 － － － 201 420 218 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容  

 
前事業年度 

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

 貸借対照表計上額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 211 40 

子会社及び関連会社株式   

非上場株式 208 208 

４．満期保有目的の債券の今後の償還予定額  



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

前事業年度（平成17年3月31日） 当事業年度（平成18年3月31日） 

１年以内 
１年超５
年以内 

５年超10
年以内 

10年超 １年以内 
１年超５
年以内 

５年超10
年以内 

10年超 

(1）国債・地方債等  

（百万円） 
1,052 907 － － 309 2,271 － － 

(2）社債（百万円） － － － － － － － － 

(3）その他（百万円） － － － － － － － － 

合計 1,052 907 － － 309 2,271 － － 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社の退職給付制度は、勤続期間が３年以上の従業員が退職する場合、社内規程に基づき、退職時までの勤続年数

や給与等に基づき算定された退職金を支払うものであります。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前事業年度 

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

退職給付債務及び退職給付引当金 △ 693 百万円 △ 768 百万円 

 
前事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

①勤務費用 100 百万円 102 百万円 

②利息費用      9 百万円           10 百万円 

③数理計算上の差異の費用処理額       11 百万円 27 百万円 

④退職給付費用(①+②+③)        122 百万円         140 百万円 

 
前事業年度 

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

②割引率   1.5％    1.5％ 

③数理計算上の差異の処理年数  １年  １年 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

     該当事項はありません。 

前事業年度 
(平成17年3月31日) 

当事業年度 
(平成18年3月31日) 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 繰延税金資産 

退職給付引当金超過額 267百万円 

賞与引当金 384百万円 

貸倒引当金損金算入限度超過額 98百万円 

未払事業税否認 125百万円 

その他 87百万円 

繰延税金資産 合計 963百万円 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △6百万円 

繰延税金負債 合計 △6百万円 

繰延税金資産（負債）の純額 957百万円 

退職給付引当金超過額 307百万円 

賞与引当金 381百万円 

貸倒引当金損金算入限度超過額 101百万円 

未払事業税否認 83百万円 

その他有価証券評価差額金 2百万円 

その他 111百万円 

繰延税金資産 合計 986百万円 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △89 百万円

特別償却準備金 △3百万円 

繰延税金負債 合計 △93百万円 

繰延税金資産（負債）の純額 893百万円 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）   

交際費等の永久に損金に算入

されない項目 
2.6 ％ 

住民税均等割 0.9 ％ 

その他 0.5 ％ 

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
44.7 ％ 

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）   

交際費等の永久に損金に算入

されない項目 
2.7 ％ 

住民税均等割 1.3 ％ 

その他 1.2 ％ 

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
45.8 ％ 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１．役員及び個人主要株主等 

属性 
会社
等の
名称 

住所 

資本
金又
は出
資金 
(百万
円) 

事業
の内
容又
は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 役員

の兼
務等 

事業
上の
関係 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者 

佐藤進治 ― ― 会社役員 
（被所有） 
直接 9.5％ 

― ― 
営業
取引 

保養所敷
地賃借料
の支払 

1 前払費用 － 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社か
つ関連
会社 

エイ
ブル
保証
㈱ 

東京
都港
区 

100 

賃貸
アパ
ー
ト・
マン
ショ
ンの
サブ
リー
ス業 

なし 兼任2 

不動
産の
賃
借、
業務
委託 

営業
取引 

情報提供
料の受取 

23 
営業未収
入金 

2 

営業
取引 

広告分担
金の受取 

158 
流動資産
「その
他」 

166 

営業
取引 

商標使用
料の受取 

120 － － 

営業
取引 

広告看板
使用料の
支払 

36 前払費用 3 

営業
取引 

雑誌掲載
料の支払 

3   － － 

営業
取引 

事務所賃
借料等の
支払 

176 

差入保証
金 

78 

前払費用 16 

営業
取引
以外
の取
引 

転籍者人
件費の支
払 

13 未払金 3 

営業
取引
以外
の取
引 

転籍出向
者人件費
の受取 

8 
流動資産
「その
他」 

2 

営業
取引
以外
の取
引 

事務所賃
貸料の受
取 

120 

流動資産
「その
他」 

35 

前受収益 

預り保証
金 

7 

66 

営業
取引
以外
の取
引 

経常経費
の立替 

5 
流動資産
「その
他」 

2 

営業
取引
以外
の取
引 

配当金の
受取 

46   － － 

営業
取引
以外
の取
引 

株式の売
却 

111  － － 

 



属性 
会社
等の
名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業
の内
容又
は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

役員
の兼
務等 

事業
上の
関係 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱賃
貸住
宅ニ
ュー
ス社 

東京
都港
区 

1,825 
雑誌
出版
業 

なし なし 
広告
の掲
載 

営業
取引 

当社広告
の掲載 

66 未払金 5 

営業
取引 

広告の発
注 

8,281 
営業預り
金 

810 

営業
取引 

販売促進
用書籍・
雑誌の購
入 

25 
流動資産
「その
他」 

－ 

営業
取引 

システム
使用料の
支払 

3 未払金 － 

営業
取引
以外
の取
引 

事務所賃
貸料の受
取 

79 

前受収益 － 

預り保証
金 

5 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱ダ
イケ
ン 

兵庫
県宝
塚市 

80 
不動
産賃
貸業 

なし なし 
不動
産の
賃借 

営業
取引 

施設利用
料の支払 

22  － － 

営業
取引 

保養所賃
借料の支
払 

2 － － 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

総コ
ン㈱ 

大阪
府大
阪市 

90 

経営
コン
サル
タン
ト 

なし 兼任2 
商品
の購
入 

営業
取引 

贈答用品
の購入 

176 － － 

営業
取引 

販促用品
の購入 

126 － － 

営業
取引 

保険料の
支払 

14 前払費用 1 

営業
取引 

コンサル
ティング
料の支払 

153 － － 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱Ａ
ＭＰ 

東京
都港
区 

60 
人材
派遣
業 

なし 兼任1 

人材
派遣
の委
託 

営業
取引 

派遣料の
支払 

29 未払金 4 

営業
取引 

紹介手数
料の支払 

7   － － 

営業
取引
以外
の取
引 

事務所賃
貸料の受
取 

2 

前受収益 

預り保証
金 

－ 

2 

 



属性 
会社
等の
名称 

住所 

資本
金又
は出
資金 
(百万
円) 

事業
の内
容又
は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 役員

の兼
務等 

事業
上の
関係 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

エイ
ブル
引越
サー
ビス
㈱ 

大阪
府東
大阪
市 

15 運送業 なし 兼任1 

当社
の関
西地
区に
おけ
る指
定運
送業
者 

営業
取引 

当社顧客
からの引
越サービ
ス依頼の
取次 

53 
営業未収
入金 

10 

営業
取引 

引越料金
の支払 

2 未払金 － 

営業
取引 

報奨金の
受取 

1 － － 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱エ
スア
ンド
エフ 

東京
都中
央区 

10 
不動
産賃
貸業 

（被所有） 
直接 3.3 

兼任1 － 

営業
取引
以外
の取
引 

営業
取引
以外
の取
引 

割賦代金
の支払 

割賦代金
の利息の
支払 

550 

9 

 － 

－ 

－ 

－ 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱エ
スア
ンド
エフ
コー
ポレ
ーシ
ョン 

兵庫
県西
宮市 

10 
不動
産賃
貸業 

なし 兼任1 
不動
産の
賃借 

営業
取引 

看板掲出
料の支払 

18 未払金 18 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱Ｈ
ＤＡ 

東京
都港
区 

10 
保証
受託
業 

なし なし 

保証
代行
の委
託 

営業
取引 

保証代行
の委託 

36 
営業預り
金 

8 

営業
取引 

保証委託
手数料の
受取 

16 － － 

 



属性 
会社
等の
名称 

住所 

資本
金又
は出
資金 
(百万
円) 

事業
の内
容又
は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 役員

の兼
務等 

事業
上の
関係 

主要株
主(個
人)及び
その近
親者が
議決権
の過半
数を所
有して
いる会
社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱エ
ーシ
ーサ
ービ
ス 

東京
都港
区 

220 
保険
代理
店業 

（所有） 
直接 9.1％ 

兼任1 

保険
代理
業務
の協
働受
託 

営業
取引 

業務委託
費の支払 

43 － －

営業
取引 

システム
使用料の
支払 

409

未払金 

前払費用 

29

9 

営業
取引 

情報機器
等設備投
資費用の
支払 

253 未払金 1 

営業
取引 

保険料の
支払 

9 前払費用 8 

営業
取引 

屋外看板
掲出料の
支払 

20 － － 

営業
取引 

広告宣伝
費の支払 

1 － － 

営業
取引
以外
の取
引 

出向者人
件費の受
取 

8 － － 

営業
取引
以外
の取
引 

事務所賃
貸料の受
取 

35 

前受収益 3 

預り保証
金 

31 

営業
取引
以外
の取
引 

配当金の
受取 

22 － － 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社 

㈱エ
ース
ソリ
ュー
ショ
ン 

東京
都千
代田
区 

16 

経営
コン
サル
タン
ト 

なし 兼任1 
業務
委託 

営業
取引 

業務委託
費の支払 

240 － － 

営業
取引 

システム
使用料の
支払 

9 － － 

営業
取引
以外
の取
引 

出向者人
件費の受
取 

16 － － 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社 

㈱麹
町合
同事
務所 

東京
都千
代田
区 

10 

経営
コン
サル
タン
ト 

なし 兼任1 
業務
委託 

営業
取引 

業務委託
費の支払 

20 － － 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社 

㈱千
代田
経営
管理
シス
テム 

東京
都千
代田
区 

30 
シス
テム
開発 

なし 兼任1 

シス
テム
の保
守を
委託 

営業
取引 

システム
保守料の
支払 

16 未払金 1 

 



取引条件ないし取引条件の決定方針 

１．佐藤進治氏との取引 

   保養所敷地賃料の算定については、不動産鑑定士の鑑定価格に基づいております。 

２．エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を所有（間接所有含む））との取引 

(1）情報提供料、広告分担金の受取については、一般的な取引条件を考慮し、交渉の上決定しております。 

(2）商標使用料の受取については、一般的な条件を考慮し、交渉の上決定しております。 

(3）広告看板使用料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(4）雑誌掲載料の支払については、一般的な条件を考慮し、交渉の上決定しております。 

(5）事務所・社宅賃借料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(6）出向者等給与等の受取については、当社の賃金規程に基づいております。また、転籍者退職金の支払につい

ては、当社の退職金規定に基づいております。 

(7）事務所賃貸料の受取については、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(8）株式の売却価額については、相続税評価額を基に算出しております。 

３．㈱賃貸住宅ニュース社（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が81.3％を所有（間接所有含む））との取引 

(1）当社広告の掲載料金については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(2）広告の発注については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(3）販売促進用書籍等の購入については、一般市場価格によっております。 

     (4）システム使用料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(5）事務所賃貸料の受取については、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

４．㈱ダイケン（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を直接所有）との取引 

   施設利用料及び保養所賃借料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

５．総コン㈱（主要株主である佐藤茂氏の近親者が100％を直接所有）との取引 

(1）贈答用品及び販促用品等の購入については、見積書を検討し、交渉の上決定しております。 

(2）保険料の支払については、実質一般に適用される料率に基づいております。 

(3）コンサルティング料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

６．㈱ＡＭＰ（主要株主である佐藤茂氏が100％を直接所有）との取引 

(1）派遣料及び紹介手数料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(2）事務所賃貸料の受取については、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

７．エイブル引越サービス㈱（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を間接所有）との取引 

(1）引越業務の取次については、当社と関連を有しない第三者と同様、営業原価を考慮し、交渉の上決定してお

ります。 

(2）引越料金の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(3）報奨金の受取については、当社の規定に基づいております。 

８．㈱エスアンドエフ（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を間接所有）との取引 

(1）事務所ビルの購入価額については、不動産鑑定士の鑑定価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

(2）割賦代金の利率については、一般的な条件を考慮し、交渉の上決定しております。 

９．㈱エスアンドエフコーポレーション（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を直接所有）との取引 

    屋外看板掲出料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

10．㈱ＨＤＡ（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が81.3％を間接所有）との取引 

(1）保証代行の委託については、当社と関連を有しない第三者と同様、交渉の上決定しております。 

     (2）保証委託手数料の受取については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

属性 
会社
等の
名称 

住所 

資本
金又
は出
資金 
(百万
円) 

事業
の内
容又
は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 役員

の兼
務等 

事業
上の
関係 

役員
（監査
役） 

中井
康之 

－ － 
弁護
士 

なし － － 

営業
取引
以外
の取
引 

弁護士報
酬の支払 

1 － － 



11．㈱エーシーサービス（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が90.9％を間接所有、当社が9.1％を直接所有）との

取引 

(1）業務委託費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

     (2）システム使用料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(3）情報機器等設備投資費用の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(4）保険料の支払については、実質一般に適用される料率に基づいております。 

(5）屋外看板掲出料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(6）広告宣伝費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

     (7）出向者給与等の受取については、当社の賃金規定に基づいております。 

(8）事務所賃貸料の受取については、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

12．㈱エースソリューションとの取引（取締役である嶋田誠氏が62.5％を直接所有） 

(1）業務委託費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(2）システム使用料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(3）出向者給与等の受取については、当社の賃金規定に基づいております。 

13．㈱麹町合同事務所（取締役である嶋田誠氏が100％を直接所有） 

   業務委託費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

14．㈱千代田経営管理システム（取締役である嶋田誠氏が100％を直接所有） 

   システム保守料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

15．中井康之氏との取引 

    弁護士報酬の支払については、弁護士法及び日本弁護士連合会の報酬等基準規定に基づいております。 

 （注１） 平成16年12月20日付で佐藤茂氏がその保有する当社株式のうち3,820,000株を㈱エスアンドシーに譲渡した

ことに伴い、同氏は当社の主要株主ではなくなりましたが、㈱エスアンドシーは佐藤茂氏がその株式を

100％保有し、かつ㈱エスアンドシーは当社の株式を27.8％保有するため、佐藤進治氏、エイブル保証㈱、

㈱賃貸住宅ニュース社、㈱ダイケン、総コン㈱、㈱ＡＭＰ、エイブル引越サービス㈱、㈱エスアンドエフ、

㈱エスアンドエフコーポレーション、㈱ＨＤＡ及び㈱エーシーサービスとの取引を「関連当事者との取引」

に含めて記載しております。 

 （注２） エイブル保証㈱は、当社が保有する全株式を譲渡したことに伴い、平成16年12月28日を以て、当社の関連会

社ではなくなりました。 

 （注３） 取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。 

２．子会社等 

取引条件ないし取引条件の決定方針 

   リフォーム外注工事費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

  （注） 取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。 

属性 
会社
等の
名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業
の内
容又
は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残
高 
（百万円）

役員
の兼
務等 

事業
上の
関係 

関連会
社 

エイブル
リフォー
ム㈱ 

東京
都港
区 

10
リフォー
ム請負業 

（所有） 
直接 15％ 
間接 20％ 

兼任3 
リフォー
ム工事の
外注 

営業
取引 

リフォー
ム外注工
事費の支
払 

4,955 
営業未
払金 

702 



当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１．役員及び個人主要株主等 

属性 
会社
等の
名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業
の内
容又
は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

役員
の兼
務等 

事業
上の
関係 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者 

佐藤進治 ― ― 会社役員 
（被所有） 
直接 10.2％

― ― 
営業
取引 

保養所敷
地賃借料
の支払 

1 
前払費
用 

0 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社か
つ関連
会社 

エイ
ブル
保証
㈱ 

東京
都港
区 

100 

賃貸
アパ
ー
ト・
マン
ショ
ンの
サブ
リー
ス業 

なし 兼任2 

不動
産の
賃
借、
業務
委託 

営業
取引 

情報提供
料の受取 

17 
流動資
産「そ
の他」 

0 

営業
取引 

広告分担
金の受取 

175 
流動資
産「そ
の他」 

184 

営業
取引 

商標使用
料の受取 

120 － － 

営業
取引 

広告看板
使用料の
支払 

36 
前払費
用 

3 

営業
取引 

事務所賃
借料等の
支払 

177 

差入保
証金 

70 

前払費
用 

19 

営業
取引
以外
の取
引 

転籍者人
件費の支
払 

3 
流動負
債「そ
の他」 

1 

営業
取引
以外
の取
引 

転籍出向
者人件費
の受取 

1 － － 

営業
取引
以外
の取
引 

事務所賃
貸料の受
取 

128 

前受収
益 

5 

預り保
証金 

66 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱Ｃ
ＨＩ
ＮＴ
ＡＩ 

東京
都港
区 

2,059 
雑誌
出版
業 

なし なし 
広告
の掲
載 

営業
取引 

当社広告
の掲載 

53 未払金 6 

営業
取引 

広告の発
注 

8,059 
営業預
り金 

763 

営業
取引 

販売促進
用書籍・
雑誌の購
入 

26 
流動資
産「そ
の他」 

0 

営業
取引
以外
の取
引 

事務所賃
貸料の受
取 

7 

前受収
益 

預り保 

証金 

0 

5 

営業
取引
以外
の取
引 

配当金の
受取 

2 － － 

営業
取引
以外
の取
引 

報奨金の
受取 

22 － － 

 



属性 
会社
等の
名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業
の内
容又
は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

役員
の兼
務等 

事業
上の
関係 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

総コ
ン㈱ 

大阪
府大
阪市 

90 

経営
コン
サル
タン
ト 

なし 兼任2 
商品
の購
入 

営業
取引 

贈答用品
の購入 

176 － － 

営業
取引 

販促用品
の購入 

100 － － 

営業
取引 

保険料の
支払 

12 － － 

営業
取引 

コンサル
ティング
料の支払 

165 － － 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱Ａ
ＭＰ 

東京
都港
区 

60 
人材
派遣
業 

なし 兼任1 

人材
派遣
の委
託 

営業
取引 

派遣料の
支払 

138 未払金 12 

営業
取引
以外
の取
引 

事務所賃
貸料の受
取 

3 

前受収益 

預り保
証金 

0 

2 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

エイ
ブル
引越
サー
ビス
㈱ 

大阪
府東
大阪
市 

15 運送業 なし 兼任1 

当社
の関
西地
区に
おけ
る指
定運
送業
者 

営業
取引 

当社顧客
からの引
越サービ
ス依頼の
取次 

54 
営業未
収入金 

12 

営業
取引 

引越料金
の支払 

1 － － 

営業
取引 

業務委託
料の受取 

3 － － 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱エ
スア
ンド
エフ
コー
ポレ
ーシ
ョン 

兵庫
県西
宮市 

10 
不動
産賃
貸業 

なし 兼任1 
不動
産の
賃借 

営業
取引 

看板掲出
料の支払 

12 

未払金 6 

 差入
保証金 

8 

 



属性 
会社
等の
名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業
の内
容又
は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

役員
の兼
務等 

事業
上の
関係 

主要株
主(個
人)及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱Ｈ
ＤＡ 

東京
都港
区 

10 
保証
受託
業 

なし なし 

保証
代行
の委
託 

営業
取引 

保証代行
の委託 

287 
営業預
り金 

42 

営業
取引 

保証委託
手数料の
受取 

27 
営業未
収入金 

2 

主要株
主(個
人)及び
その近
親者が
議決権
の過半
数を所
有して
いる会
社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む） 

㈱エ
ーシ
ーサ
ービ
ス 

東京
都港
区 

220 
保険
代理
店業 

なし 兼任1 

保険
代理
業務
の協
働受
託 

営業
取引 

業務委託
費の支払 

43 － － 

営業
取引 

システム
使用料の
支払 

38 － 
－ 

営業
取引 

情報機器
等設備投
資費用及
びシステ
ム関連保
守費等の
支払 

875 

 未払金 229 

前払費用 12

営業
取引 

保険料の
支払 

16 
前払費
用 

1 

営業
取引
以外
の取
引 

出向者人
件費の受
取 

9 － － 

営業
取引
以外
の取
引 

事務所賃
貸料の受
取 

35 

前受収
益 

2 

預り保
証金 

27 

営業
取引
以外
の取
引 

配当金の
受取 

38 － － 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社 

㈱エ
ース
ソリ
ュー
ショ
ン 

東京
都千
代田
区 

16 

経営
コン
サル
タン
ト 

なし 兼任1 
業務
委託 

営業
取引 

業務委託
費の支払 

278 － － 

営業
取引 

システム
使用料の
支払 

6 － － 

営業
取引
以外
の取
引 

出向者人
件費の受
取 

15 － － 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社 

㈱麹
町合
同事
務所 

東京
都千
代田
区 

10 

経営
コン
サル
タン
ト 

なし 兼任1 
業務
委託 

営業
取引 

業務委託
費の支払 

19 － － 

 



取引条件ないし取引条件の決定方針 

１．佐藤進治氏との取引 

   保養所敷地賃料の算定については、不動産鑑定士の鑑定価格に基づいております。 

２．エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を所有（間接所有含む））との取引 

(1）情報提供料、広告分担金の受取については、一般的な取引条件を考慮し、交渉の上決定しております。 

(2）商標使用料の受取については、一般的な条件を考慮し、交渉の上決定しております。 

(3）広告看板使用料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(4）事務所・社宅賃借料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(5）出向者等給与等の受取については、当社の賃金規程に基づいております。また、転籍者退職金の支払につい

ては、当社の退職金規定に基づいております。 

(6）事務所賃貸料の受取については、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

３．㈱ＣＨＩＮＴＡＩ（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が69.7％を所有（間接所有含む））との取引 

(1）当社広告の掲載料金については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(2）広告の発注については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(3）販売促進用書籍等の購入については、一般市場価格によっております。 

(4）事務所賃貸料の受取については、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

 (5) 報奨金の受取については、当社の規定に基づいております 

４．総コン㈱（主要株主である佐藤茂氏の近親者が100％を直接所有）との取引 

(1）贈答用品及び販促用品等の購入については、見積書を検討し、交渉の上決定しております。 

(2）保険料の支払については、実質一般に適用される料率に基づいております。 

(3）コンサルティング料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

５．㈱ＡＭＰ（主要株主である佐藤茂氏が100％を直接所有）との取引 

(1）派遣料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(2）事務所賃貸料の受取については、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

６．エイブル引越サービス㈱（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を間接所有）との取引 

(1）引越業務の取次については、当社と関連を有しない第三者と同様、営業原価を考慮し、交渉の上決定してお

ります。 

(2）引越料金の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(3）業務委託料の受取については、実勢価格を参考としつつ交渉の上決定しております。 

７．㈱エスアンドエフコーポレーション（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を直接所有）との取引 

    屋外看板掲出料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

８．㈱ＨＤＡ（関連当事者である㈱ＣＨＩＮＴＡＩが100％を所有）との取引 

(1）保証代行の委託については、当社と関連を有しない第三者と同様、交渉の上決定しております。 

     (2）保証委託手数料の受取については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

９．㈱エーシーサービス（関連当事者である㈱ＣＨＩＮＴＡＩが100％を所有）との取引 

(1）業務委託費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

     (2）システム使用料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

属性 
会社
等の
名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業
の内
容又
は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

役員
の兼
務等 

事業
上の
関係 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社 

㈱千
代田
経営
管理
シス
テム 

東京
都千
代田
区 

30 
シス
テム
開発 

なし 兼任1 

シス
テム
の保
守を
委託 

営業
取引 

システム
保守料の
支払 

16 未払金 1 

役員
（監査
役） 

中井
康之 

－ － 
弁護
士 

なし － － 

営業
取引
以外
の取
引 

弁護士報
酬の支払 

1 － － 



(3）情報機器等設備投資費用及びシステム関連保守費等の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上

決定しております。 

(4）保険料の支払については、実質一般に適用される料率に基づいております。 

     (5）出向者給与等の受取については、当社の賃金規定に基づいております。 

(6）事務所賃貸料の受取については、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

10．㈱エースソリューションとの取引（取締役である嶋田誠氏が62.5％を直接所有） 

(1）業務委託費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(2）システム使用料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

(3）出向者給与等の受取については、当社の賃金規定に基づいております。 

11．㈱麹町合同事務所（取締役である嶋田誠氏が100％を直接所有） 

   業務委託費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

12．㈱千代田経営管理システム（取締役である嶋田誠氏が100％を直接所有） 

   システム保守料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

13．中井康之氏との取引 

    弁護士報酬の支払については、弁護士法及び日本弁護士連合会の報酬等基準規定に基づいております。 

 （注１） 平成16年12月20日付で佐藤茂氏がその保有する当社株式のうち3,820,000株を㈱エスアンドシーに譲渡した

ことに伴い、同氏は当社の主要株主ではなくなりましたが、㈱エスアンドシーは佐藤茂氏がその株式を

100％保有し、かつ㈱エスアンドシーは当社の株式を27.8％保有するため、佐藤進治氏、エイブル保証㈱、

㈱ＣＨＩＮＴＡＩ、㈱ダイケン、総コン㈱、㈱ＡＭＰ、エイブル引越サービス㈱、㈱エスアンドエフ、㈱エ

スアンドエフコーポレーション、㈱ＨＤＡ及び㈱エーシーサービスとの取引を「関連当事者との取引」に含

めて記載しております。 

 （注２） エイブル保証㈱は、当社が保有する全株式を譲渡したことに伴い、平成16年12月28日を以て、当社の関連会

社ではなくなりました。 

 （注３） 取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。 

２．子会社等 

取引条件ないし取引条件の決定方針 

１．エイブルリフォーム㈱との取引 

   リフォーム外注工事費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

２．エイブル消毒工事㈱との取引 

   消毒外注工事費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

  （注） 取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。 

属性 
会社
等の
名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業
の内
容又
は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残
高 
（百万円）

役員
の兼
務等 

事業
上の
関係 

関連会
社 

エイブル
リフォー
ム㈱ 

東京
都港
区 

10
リフォー
ム請負業 

（所有） 
直接 15％ 
間接 20％ 

兼任3 
リフォー
ム工事の
外注 

営業
取引 

リフォー
ム外注工
事費の支
払 

5,024 
営業未
払金 

753 

関連会
社 

エイブル
消毒工事
㈱ 

東京
都港
区 

10
消毒請負
業 

（所有） 
直接 15％ 
間接 20％ 

兼任3 
消毒工事
の外注 

営業
取引 

消毒外注
工事費の
支払 

744 
営業未
払金 

146 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,159.95 円

１株当たり当期純利益金額 170.86 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在していないため記載してお

りません。 

１株当たり純資産額 1,182.41 円

１株当たり当期純利益金額 132.91 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在していないため記載してお

りません。 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,360 1,824 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 14 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （14） (－)  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,345 1,824 

期中平均株式数（株） 13,728,967 13,728,967 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、平成17年6月29日開催の定時株主総会におい

て、商法第280条ノ20ならびに商法280条ノ21の規定に基づ

き、当社及び当社子会社の取締役及び協力会社取締役に対

して、ストックオプションとして新株予約権を発行するこ

とができる旨を決議いたしました。 

  

────── 

  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

Paget Reinsurance International  

Ltd. 
1 176 

㈱ＣＨＩＮＴＡＩ 2,280 243 

ディー・ブレイン証券㈱ 200 10 

リプラスリートマネジメント㈱ 600 30 

計 3,081 460 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 

満期保有

目的の債

券 

第11回割引国債 15 15 

第12回割引国債 294 294 

小計 309 309 

投資有価証

券 

満期保有

目的の債

券 

第35回割引国債 956 938 

第45回割引国債 285 277 

第49回割引国債 350 339 

第52回割引国債 140 135 

第53回割引国債 580 580 

小計 2,311 2,271 

計 2,620 2,580 



【有形固定資産等明細表】 

 (注) 建物における当期増加額のうち、主な要因は新規営業店舗の大量出店(162店)による初期設備であります。 

【社債明細表】 

        該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

        該当事項はありません。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 4,122 892 69 4,944 1,364 210 3,580 

構築物 55 － － 55 21 2 33 

機械及び装置 1 － － 1 1 0 0 

工具器具及び備品 726 204 10 920 589 96 331 

土地 3,131 － － 3,131 － － 3,131 

                

有形固定資産計 8,037 1,096 80 9,054 1,976 309 7,077 

無形固定資産        

借地権 259 － － 259 － － 259 

商標権 1 － － 1 1 0 0 

ソフトウェア 280 184 － 465 137 66 328 

電話加入権 159 1 － 161 － － 161 

無形固定資産計 701 186 － 887 138 66 749 

長期前払費用 220 189 0 409 178 67 230 

繰延資産 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、11,206株であります。 

２．当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 2,622 － － 2,622 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (13,740,173) － － (13,740,173) 

普通株式 （百万円） 2,622 － － 2,622 

計 （株） (13,740,173) － － (13,740,173) 

計 （百万円） 2,622 － － 2,622 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 2,831 － － 2,831 

計 （百万円） 2,831 － － 2,831 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 390 － － 390 

（任意積立金） 

特別償却準備金(注)２ 

別途積立金(注)２ 

（百万円）

(百万円) 

(百万円) 

12 

5,529 

－ 

600 

3 

－ 

8 

6,129 

計 （百万円） 5,931 600 3 6,527 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 257 135 57 76 259 

賞与引当金 960 952 960 － 952 

役員退職慰労引当金 4 － － － 4 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）営業未収入金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（百万円） 

現金 16 

預金の種類  

普通預金 11,309 

別段預金 1 

小計 11,311 

合計 11,328 

相手先 金額（百万円） 

エース損害保険株式会社 173 

株式会社アネシス 14 

エイブル引越サービス株式会社 12 

株式会社朝日リビング 11 

株式会社ハート引越センター 8 

その他 1,008 

合計 1,227 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,144 11,306 11,222 1,227 90.1 38.3 



３）貯蔵品 

４）差入保証金 

② 負債の部 

１）営業未払金 

区分 金額（百万円） 

販促用物品 37 

電化製品 11 

切手 2 

印紙 2 

その他 8 

合計 62 

区分 金額（百万円） 

事務所・店舗 2,911 

駐車場 32 

社宅 4 

その他 6 

合計 2,954 

区分 金額（百万円） 

エイブルリフォーム株式会社 753 

エイブル消毒工事株式会社 146 

株式会社ホゼン 21 

株式会社ユニテックス 6 

株式会社ベックビルメンテナンス 5 

その他 43 

合計 977 



２）営業預り金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（百万円） 

家賃預り金 5,647 

入居申込金預り金 1,103 

広告取次預り金 763 

保険取次預り金 532 

消毒預り金 23 

敷金預り金 27 

預り保証委託料 42 

更新預り金 47 

    

合計 8,187 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 

１００株券 

１，０００株券 

１０，０００株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚につき印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。  

２【その他の参考情報】 

   当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  (1）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第26期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出 

  (2）半期報告書 

   （第27期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出 

  (3）臨時報告書 

   平成18年６月14日関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第29条第２項第４号(主要株主の異動)に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

  平成17年６月29日

株式会社エイブル   

 取締役会 御中  

 太陽監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 茂善  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高木  勇  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社エイブルの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

エイブルの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書

  平成18年６月29日

株式会社エイブル   

 取締役会 御中  

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 茂善  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高木  勇  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社エイブルの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第27期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

エイブルの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「会計処理方法の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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